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序 章  課題設定 
第 1 章  日本の中小企業研究 
第 2 章  中小企業の問題性論に関する研究 
第 3 章  中堅企業論とベンチャーに関する研究 
第 4 章  日本的経営と中小企業に関する研究 
第 5 章  中小企業と社会的責任に関する研究 
第 6 章  産業政策と経済計画に関する研究 
第 7 章  中小企業政策と中小企業基本法に関する研究 
第 8 章  戦後日本経済における中小企業問題と政策の方向性に関する研究 
第 9 章  戦後繊維産業の変遷と構造改善政策に関する研究 
第 10 章  産業構造の転換と中小企業の研究開発 
第 11 章  イノベーションの概念整理 
第 12 章   イノベーションの実現可能要因と背景に関する研究 
第 13 章  イノベーションにおける中小企業の役割に関する研究 
第 14 章  現代中小企業に求められるイノベーションに関する研究 
終 章  今後の研究課題 
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第 11 章から第 14 章では、中小企業経営論からのアプローチを試みている。とりわけイ
ノベーションを中心にして中小企業経営の方策について検討している。第 11 章から第 12
章においてはイノベーションの概念整理を行なっている。イノベーション研究の始祖であ
る Schumpeter, J. A の学説を中心に 5 つの新結合に関する検討を行ない、イノベーション発












第 12 章では、Schumpeter, J. A.による理論をふまえ、イノベーションが発現される要因に
ついて諸研究者により提起されている、求められる技術シーズと市場ニーズについての理
論的根拠について明らかにしている。Acs, Z. J. ＆ Audretsch D. B.による中小企業のイノ
ベーションの発現に関する詳細な実証研究について整理・検討し、特にテクノロジー・プ


















































企業のイノベーションについては Schumpeter, J. A.により提起された 5 つの新結合を援用し
ている。 



























































ンの効果を数値的裏付けのみで把握することも容易ではない。したがって Schumpeter, J. A.
による概念の再検討、もしくはイノベーションの効果を把握する別の根拠を検討する必要
があるだろう。 
第 3 に、中小企業政策に関して産業政策から中小企業政策を整理・検討しているが、産
業政策そのものの理論的位置付けに触れてほしかった。産業政策は産業構造政策・産業組
織政策に分類でき、このうち産業構造政策は産業育成政策と産業調整政策に、産業組織政
策は競争促進政策と集中促進政策に分類され、それぞれの視点から中小企業政策の位置付
けについて検証していく必要があるだろう。またバブル崩壊以後の中小企業政策について
は中小企業基本法が政策の軸となっていることは確かであるが、具体的な施策に関する検
討にはまだまだ課題が残る。近年の中小企業政策の重要な施策として「中小企業振興条例」
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や 2014 年に制定された「小規模基本法」・「小規模支援法」の制定がある。中小企業政策が
中小企業・中堅企業・ベンチャーのみならず零細企業にも拡大し、経営形態に応じた政策
が実施されようとしている現代日本においては各形態に応じた施策の検証が必要となる。
今後の課題となるであろう。 
 
以上、本論文においていくつかの課題が指摘されるものの、筆者は大学院博士後期課程
在籍中から各経済団体との交流に積極的に取組み、個別企業の実態把握に努めてきた。さ
らに単位取得退学後、現勤務先大学において、文献研究を通じた分析視角の構築と兵庫県
下を中心としたフィールドワークによって得た中小企業の存立可能要因のあり方に関する
問題意識を本論文として体系的に整理した点は、研究者としての能力を見事に示したとも
いえる。本論文は、中小企業研究を中小企業存立論・中小企業政策論・中小企業経営論と
いう主流の研究体系により理論的･政策的に正面から検討を試みようとした意欲的な研究
である。中小企業は異質多元的であるがゆえに中小企業の存立維持可能性についてイノベ
ーションという軸から検討しようという研究は必ずしも多くはない。若手研究者である筆
者がこうした研究分野を独自の分析方法で切り開いた点は大いに評価されるべきである。
筆者は現在兵庫県下の大学に勤務しており、博士後期課程より培ってきたネットワークを
活かし県下の経済団体・行政との密接な関係を構築している。フィールドワークにより中
小企業に関する情報を蓄積してきており、さらなる研究発展を模索している。今後の一層
の研究発展を期待したい。 
 
6 判定 
 本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士（経営学）の
学位を授与されるのに十分な資格をもつものと判定する。 
